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問Ⅴ‐９‐②（残余財産処分） 

 一般社団・財団法人を新たに設立して公益法人の残余財産の帰属先として

指定することはできますか。 

 

答 

１ 公益法人が清算をする場合の残余財産は、引き続き公益的な活動に使用さ

れる必要があり、法令で一定の要件を満たす公益的な活動を行う者を帰属先

とするよう定めています（公益法人認定法第５条第 18 号及び第 17 号、公益

法人認定法施行令第８条）。 

 

２ 一般社団・財団法人はその行う事業に格別の制限がなく、法令や公序良俗に

反しない限り、あらゆる事業を目的とすることが可能です。したがって、残余

財産の帰属先として適格な者を定める公益法人認定法施行令第８条第２号イ

の「主たる目的が公益に関する事業を行うものであることが法令で定められ

ている」という要件は満たさないことから、一般社団・財団法人を帰属先とし

て指定することはできません。 

 


